
（ ）

一般会計

活動実績

当初見込み

-

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

総合特別区域法
（平成２３年６月２２日成立）

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

総合特区推進調整費を活用した総合特別区域計画の
認定数 -

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

9,500

平成26年度までの評価は
項目ごとに評点を算出し、
最後に有識者による加点・
減点を行っていたが、有識
者により加点、減点部分の
比重が高すぎることが指摘
された。この指摘を踏まえ、
平成27年度においては、有
識者による加点、減点の採
点方式を廃止し、各項目の
評点を単純平均することと
した。これに伴い、A（4.5点
以上）からE（1.5点未満）ま
での従来の表示も廃止した
結果、これまで目標として
いたA評価の設定根拠がな
くなった。
なお、27年度については、
有識者委員の評価結果が
確定していないため、現時
点では達成度を判断するこ
とができない。

実施方法

事業番号

総合特区の推進調整に必要な経費 担当部局庁 地方創生推進事務局 作成責任者

事業開始年度

その他

担当課室 - 参事官　佐藤　透

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 1,100

計

その他の事項経費

▲ 1,195

2,796

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　総合特区制度は、地域の包括的・戦略的な取組を、規制の特例措置、税制・財政・金融上の支援措置により、地域の実情に合わせて総合的に支援するとと
もに、総合特区ごとに組織される国と地方の協議会を通じて、プロジェクトの推進に必要な措置を講じるものである。
　総合特区推進調整費は、総合特区制度における財政支援措置の一つとして、地域の戦略・提案を踏まえ、総合特区に関する計画の実現を支援するため、
各府省庁の予算制度を重点的に活用した上でなお不足する場合に、各府省庁の予算制度での対応が可能となるまでの間、機動的に補完するものである。
  地域の主体的取り組みを支援する観点から、目未定の経費として予算計上した上で、執行段階において、地域からの提案を踏まえて、使途を確定すること
となっている。

- -

12,400

- -

▲ 929 -

総合特区事後評価（単年度
評価）の結果における全特
区の平均値

25年度

5,000

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

1,195

-

929

補正予算

平成２３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　地域の責任ある戦略、民間の知恵と資金、国の施策の「選択と集中」の観点を最大限活かすため、規制の特例措置及び税制・財政・金融上の支援措置等を
総合的な政策パッケージとして実施することで、産業の国際競争力の強化及び地域の活性化を目的とする。

前年度から繰越し 1,560 1,100

成果実績

目標値

成果指標 単位

点

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

点

平成２８年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

12,860 9,405 5,266 3,429 0

4,494 2,136

執行率（％） 22% 48% 41%

単位

- - -

　 0030

年度32

3.8

日本再興戦略
（平成２５年６月１４日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

3.8

- -

2,500

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

12 9 2 -

8

地方創生

チェック



-

指定地方公共団体が作成する総合特区に関する計画の実
現を支援するため、関係府省の予算制度を機動的に補完す
るものである。

評　価項　　目

地域の責任ある戦略、民間の知恵と資金、国の施策の「選
択と集中」の観点を最大限活かすための重要な施策である
総合特区制度の目的達成に資する財政支援措置の一つで
ある。

3.8

目標最終年度

○

2,500

-

-

目標値

中間目標

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

2,500 0

年度

- - 3.8 -

X（3,429百万円）/Y（8計画）

28年度活動見込

233 499 1,068

計画開始時
27年度 28年度

-

- - -

○

単位

○

目未定の経費として内閣府に予算計上し、執行段階におい
て、地域からの提案を踏まえて使途を確定し、関係府省に移
替えて執行する経費であり、適正な手続きを経て予算執行さ
れている。

無

年度

- -

目標値 点

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

地域の責任ある戦略、民間の知恵と資金、国の施策の「選
択と集中」の観点を最大限活かすための重要な施策である
総合特区制度の目的達成に資する財政支援措置の一つで
あり、指定地方公共団体が作成する総合特区に関する計画
の実現を支援するため、関係府省の予算制度を機動的に補
完するものである。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

単位

X:各年度予算執行額／Y:認定総合特別区域計画数

単位当たり
コスト

無

○

百万円

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

-

-

年度 年度

-

X（2,136百万円）/Y（2計画）X（4,494百万円）/Y（9計画）

28年度当初予算

単位

-

総合特区事後評価（単年度評価）の結果における全特
区の平均値

国
費
投
入
の
必
要
性

計算式 　X　/ Y

429

X（2,796百万円）/Y（12計画）

26年度

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： - -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

総合特区制度における財政支援措置の一つとして、総合特区に関する計画の実現を支援するため、各府省の予算制度を重点的に活用した上でなお
不足する場合に、各府省の予算制度での対応が可能となるまでの間、機動的に補完する。認定総合特区計画に記載された事業に対する財政支援
等を実施することで、当該総合特区における目標達成を支援する。

-

歳出予算目

- 32 年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

-

計

実績値 点 -

総合特区推進調整費

施策 ⑨総合特区の推進

政策 ４．地方創生の推進

測
定
指
標

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



目未定の経費として内閣府に予算計上し、執行段階におい
て、地域からの提案を踏まえて使途を確定し、関係府省に移
替えて執行する経費であり、適正な手続きを経て予算執行さ
れている。

○

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

-

‐

目未定の経費として内閣府に予算計上し、執行段階におい
て、地域からの提案を踏まえて使途を確定し、関係府省に移
替えて執行する経費であり、適正な手続きを経て予算執行さ
れている。

指定自治体からの財政支援要望の額や内容を関係府省に
おいて精査し、さらに、執行段階において、使途を確定して
関係府省の予算に移替えを行っており、適正な手続きを経て
予算執行されている。

○

- - -

- -

- -

-

-

点検結果

-

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成２６年度秋レビューの指摘を踏まえ、総合特区推進調整費を活用した支援は、事業ごとに、初年度に限る等具体的な制限を加え、運用基
準を明確化することにより、運用改善を図るため、「総合特区推進調整費の使途等に関する基準について」を平成２７年１月１３日に変更し、各
省庁及び総合特区の指定自治体に対して周知した。

総合特区推進調整費により関係府省の予算制度が機動的に補完され、総合特区計画に関する事業が適格に実施されたことにより、総合特区
計画の目標達成への支援が図られた。

-

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

指定自治体からの財政支援要望の額や内容を関係府省に
おいて精査し、さらに、執行段階において、使途を確定して
関係府省の予算に移替えを行っており、適正な手続きを経て
予算執行されている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

有識者委員の評価結果が確定していないため、現時点では
達成度を判断することができない。

事業番号

関
連
事
業

-

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

‐
目未定の経費として内閣府に予算計上し、執行段階におい
て、地域からの提案を踏まえて使途を確定する経費である。

○

‐

所管府省・部局名

指定自治体からの財政支援要望の額や、内容を関係府省に
おいて精査し、さらに、執行段階において、使途を確定して
関係府省の予算に移替えを行っており、適正な手続きを経て
予算執行されている。

点
検
・
改
善
結
果

指定自治体からの財政支援要望の額や内容を各府省にお
いて精査し、活用の有無を判断している。また、執行段階に
おいて、使途を確定して関係府省の予算に移替えを行って
おり、適正な手続きを経て予算執行されている。

-

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

指定自治体からの財政支援要望の内容を関係府省におい
て精査した結果、当該要望に係る事業の熟度の点で指定自
治体等において再度検討する必要があるものや、当該要望
に対応する関係府省の適切な既存予算制度が存在しないも
のがあったこと等のためである。

受益者との負担関係は妥当であるか。

目未定の経費として内閣府に予算計上し、執行段階におい
て、地域からの提案を踏まえて使途を確定し、関係府省に移
替えて執行する経費であり、適正な手続きを経て予算執行さ
れている。



－

33

平成23年度

30

52

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

－

34

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

●平成26年度秋レビューの結果
◎指摘
①総合特区推進調整費の前提となる総合特別区域計画については、計画開始1年後に中間目標を設定する仕組みとなっているが、計画策定段階から中間目標
を設定することが、より合理的ではないか。
②総合特区推進調整費は、本来、各省の予算制度を活用した上で不足する場合に、各省の予算制度での対応が可能となるまでの間、補完的に措置される調整
費である。しかしながら、現状では、事業開始後２～３年が経過しても、全額又は大部分が調整費で執行されている事業が多数あるなど、本来の補完的な役割を
逸脱した使われ方となっている。このため、調整費の執行を初年度に限る等、より明確、具体的な制限を加え、運用改善を図るべきではないか。
◎対応状況
①全ての特区において中間目標は設定済みであるが、仮に今後、総合特別区域基本方針を改正し、新規の指定を行うこととした場合には、計画作成段階で中間
目標を設定し、計画認定時に示すこととする。
②「総合特区推進調整費の使途等に関する基準について」を変更し、下記運用基準を明記するとともに、各府省及び総合特区の指定自治体に対して周知した。
○調整費を活用した支援は、事業ごとに初年度に限る。
○調整費を活用した支援は、関係府省が予算措置している事業を対象とする。ただし、関係府省の予算制度で予算措置できない場合において、次のいずれにも
該当する事業はこの限りでない。
　・予算編成後や当初予算配分後、規制・制度改革が実現したこと、規制の特例措置に係る国と地方の協議が調ったこと等の事由により、実施が可能となった事
業。
　・閣議決定又は閣議了解された政府の基本方針、計画等に盛り込まれた施策に係る事業であって、当該事業の費用に比してその経済的効果が特に高いと見込
まれる事業。

平成22年度



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



金　額
(百万円）

A.厚生労働省

1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）
45

備品購入費（ＰＣ１７台）

外部委託費

使　途

その他 需用費内閣府より移替

費　目

139

B.福島県伊達市

金　額
(百万円）

940

調査業務委託費

費　目 使　途

計 940 計 140

C.国立循環器病研究センター D.国土交通省

費　目 使　途

その他 国立循環器病研究センター施設整備費 800 その他 内閣府より移替

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 800 計 45

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

総合特区推進
調査費

集約型都市構造施策の合意形成推進に向
けたＳＷＣ総合特区都市の「健康まちづくり
政策」の取組に関する調査検討業務

45 その他 内閣府より移替 215

計計 45

費　目 使　途

雑役務費
地域SWSによる地域活性化モデルの構築に
係る経費

54

215

金　額
(百万円）

936

E.株式会社国際開発コンサルタンツ F.文部科学省

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G.岡山市 H.経済産業省

計 54 計 936

費　目 使　途
金　額

(百万円）

その他 内閣府より移替

チェック



支出先上位１０者リスト
A.厚生労働省

B.福島県伊達市

C.国立循環器病研究センター

D.国土交通省

E.（株）国際開発コンサルタンツ

F文部科学省

G地方自治体6市

新潟県見附市 8000020152111
地域SWSによる地域活性
化モデルの構築に係る経
費

32 - - - -

栃木県大田原市 9000020092100
地域SWSによる地域活性
化モデルの構築に係る経
費

30 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大阪府高石市 8000020272256
地域SWSによる地域活性
化モデルの構築に係る経
費

34 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社国際開発コ
ンサルタンツ

1011101061219

ＳＷＣ総合特区都市を対象
として、平成２４年度以降実
施されてきた「健康まちづく
り政策」の取組プロセスや
施策効果の見える化等を
通じた、コンパクトなまちづ
くりに係る合意形成方策等
についての検討

45
随意契約（企

画競争）
1 99.8％ -

国土交通省 2000012100001 内閣府より移替 45 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

厚生労働省1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福島県伊達市 2000020072133

インセンティブを見据えた
健康ポイント等の予防事業
の類似化のための調査検
討

140 - - -

1
国立循環器病研究
センター

3120905003033
国立循環器病研究セン
ター施設整備費

800 - - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

文部科学省 7000012060001 内閣府より移替 215 - - - -

3

4

1

2

岡山県岡山市 5000020331007
地域SWSによる地域活性
化モデルの構築に係る経
費

54 - - - -

5

6

福島県伊達市 2000020072133
地域SWSによる地域活性
化モデルの構築に係る経
費

32 - - - -

千葉県浦安市 7000020122271
地域SWSによる地域活性
化モデルの構築に係る経
費

34 - - - -

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-6000012070001 940

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

内閣府より移替



H経済産業省

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

経済産業省 4000012090001 内閣府から移替 936 - - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

1

チェック



別紙２

計 17 計 0

補助員人件費 事務・経理を担当する職員の人件費 1

機器設備費 機能評価用試作機基盤の購入費 2

再委託費

研究開発、試作、評価を実施する機関への
再委託費
【受託者の名称】
・パナソニック株式会社アプライアンス社
・日光精器株式会社
・株式会社プロアシスト
・学校法人久留米大学

14

Ｍ.（公財）滋賀県産業支援プラザ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 24 計 17

一般管理費 1

再委託費 研究・開発実施機関への再委託費 11

事業費 機械装置購入費 12 その他 事務委任・示達 17

K.公益財団法人群馬県産業支援機構 Ｌ.近畿経済産業局

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 258 計 472

工事費及び整備費内装工事 78

工事費及び整備費硝子工事 10

工事費及び整備費金属製建具工事 47

工事費及び整備費金属飾工事 36

工事費及び整備費石タイル工事 8

工事費及び整備費その他工事 38
工事費及び整
備費

材料費 187

工事費及び整備費耐火被膜工事 6 工事費及び整備費外構工事 14

工事費及び整備費外壁組積パネル 14 工事費及び整備費空調給排水衛生工事 101

工事費及び整備費屋根外装工事 3 工事費及び整備費電気設備工事 121

工事費及び整備費地盤改良工事 18 工事費及び整備費雑工事 49

J②.大和ハウス工業（株）、東京センチュリーリース（株）J③.大和ハウス工業（株）、東京センチュリーリース（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 919 計 167

工事費及び整備費塗装工事 6

工事費及び整備費防水工事 12

14

工事費及び整備費土工事 10

工事費及び整備費左官工事 7

工事費及び整備費鉄骨建方工事 60

工事費及び整備費コンクリート工事 2

事務委任・示達 919 工事費及び整備費共通仮設工事 24

工事費及び整備費直接仮設工事

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.関東経済産業局 J①.大和ハウス工業（株）、東京センチュリーリース（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他

工事費及び整備費型枠工事 15

工事費及び整備費鉄筋工事 17



別紙３

I.関東経済産業局

J.大和ハウス工業（株）、東京センチュリーリース（株）

K..公益財団法人群馬県産業支援機構

L.近畿経済産業局

M.（公財）滋賀県産業支援プラザ

1
（公財）滋賀県産業
支援プラザ

5160005003201
ロコモ対策のための膝痛改
善（予防）機器の開発

17,178,570
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 近畿経済産業局 事務委任・示達 919 - - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

公益財団法人群馬
県産業支援機構

2070005008286

モーター蛋白と半導体技術
を活用した、がん由来物質
を超高感度で検出するセン
サデバイス（モーター蛋白
がんセンサ）の開発

24
随意契約
（その他）

-

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大和ハウス工業㈱
東京センチュリーリース
㈱
※共同申請

6120001059662
6010401015821

根本治療を可能とする「再
生・細胞医療」分野を中心
に、研究開発機能、試
作開発機能、臨床機能、生
産機能、人材育成機能、産
業化支援機能という6
つの機能で構成する「ライ
フイノベーションセンター」を
整備

895 - - - -

関東経済産業局 事務委任・示達 919 - - - -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）
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